
（１）環境分野の調査研究
　県では、衛生環境研究センターを中心として、大
気汚染や水質汚濁等について、監視・調査等を行う
ほか、他の公設試験研究機関と協力して環境分野の
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１　科学的調査研究と技術開発の推進

調査研究を進めています。環境分野の調査研究は、
対象となる範囲が広く、また短期間では成果を出し
にくいことから長期的な視点で行う必要がありま
す。

表５- ３- １　環境分野の調査研究

① 衛生環境研究センター【環境政策課】
大気や河川 ･湖沼 ･海域および地下水等の環境汚染の発生や拡大を防止するための測定や調査研究、環境
関連技術の開発

〇�微生物を用いた試験による湖沼環境の影響評価に関す
る研究� 【令和３～６年度】

バイオアッセイ手法を用い、様々な流入負荷が湖沼のプランクト
ンに与える影響を評価し把握することで、今後の水環境保全対策
に役立てます。

〇�化学物質対策研究事業　一斉分析調査による化学物質
リスクコミュニケーションの推進�【令和６～８年度】

多種多様な化学物質を同時に分析する手法を新たに導入し、県内
の化学物質の実態を広く把握するとともに、合わせてその情報発
信方法を検討することで、化学物質リスクコミュニケーションに
貢献します。

② 工業技術センター【産業技術課】
県内産業の活性化に向けた様々な分野の研究開発、環境関連技術の開発、環境負荷の少ない雪対策技術や
自然との共生に対応した建設技術の研究開発

〇炭素繊維端材の成形材料への再利用技術
【令和４～６年度】

事業所から年間数トンの量が排出される炭素繊維端材を成形材料
に再利用する技術を開発します。

〇�道路融雪の省エネを実現する、技術支援機能を備えた
スマート積雪センサの開発� 【令和４～６年度】

積雪センサにAI を導入し、施工・維持管理を容易にしたスマート
積雪センサを開発します。

〇�布帛に搭載可能な太陽電池に関する研究
【令和４～６年度】

布帛への実装に適した太陽電池の電極とテキスタイル製の電極を
接続する技術を開発します。

〇�田んぼの貯留機能強化による洪水への抑制効果に関す
る研究� 【令和５～７年度】

田んぼダムについて、河川の洪水を抑制する効果の定量化・可視
化を図ることで、貯留機能を強化する方法を開発します。

③ 農業試験場【園芸振興課】
農薬や化学肥料の使用量を抑え、再生可能エネルギーを活用した環境にやさしい農産物の生産・供給のた
めの研究開発

○�農地土壌の炭素貯留能力を向上させるバイオ炭資材等
の開発� 【令和２～６年度】

「脱炭素社会」の実現に向けて、農地、森林から発生する廃材など
を用いたバイオ炭を開発し、農地土壌での炭素貯留能力や作物に
対する効果、影響を調査します。

④ 若狭湾エネルギー研究センター【エネルギー課】
エネルギー構造の「多層化・多様化」を図るため、国の「水素基本戦略」に沿った水素社会の実現に必要
不可欠な水素の活用方法の拡大と消費量の増大に資する技術を開発

○�ローカル水素サプライチェーン構築に向けた技術研究
事業� 【平成 28 ～令和７年度】

若狭湾エネルギー研究センターが培ってきた、材料改質や分析等
に関する知見・技術を用いて、環境に対する負荷が低い水素の「製
造」・「輸送」・「貯蔵」に関する先進技術の調査研究を行います。
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（２）産学官による研究開発支援
【エネルギー課、産業技術課】

　県では、嶺南企業等が、原子力・エネルギー分野
をはじめ、地域産業の活性化や環境、植物工場・大
規模園芸、防災分野に関連して新たに取り組む研究
開発を支援しています。
○嶺南地域新産業創出モデル事業補助金

【若狭湾エネルギー研究センター】
 ・紙製クリアファイルの研究開発（令和３～５年度）
 ・�植物工場における排液交換頻度低減による、節水・
減肥栽培システムの開発（令和５年度）

 ・真空脱水技術を応用した新型浄油装置の開発
　（令和５年度）

　また、県内外の企業、大学、県が参画する研究開
発および事業化を支援しています。
○�脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究
開発・社会実装促進プログラム【ＮＥＤＯ】
 ・�熱可塑性薄層プリプレグシートを用いた革新的
一貫製造プロセスの開発（令和３～６年度）

○成長型中小企業等研究開発支援事業【経済産業省】
 ・�モーター用軽量高強度リングを目的とした高精
度トウプリプレグと炭素繊維複合材リングの製
造方法の開発（令和４～６年度）

 ・�ガラス三軸織を使用した自律型スマート内装材
の開発（令和６～８年度）

〇共創の場形成支援プログラム【文部科学省】
 ・�環境・デザインを突破口とする未来創造テキス
タイル共創拠点（令和５～６年度）

（３）環境関連産業に対する支援
【経営改革課、成長産業立地課、産業技術課】

　県では、融資および補助などにより、環境関連ビ
ジネス分野への新規参入や事業拡大に向けた取組み
に対して支援しています。
　また、産業支援機関等と連携し、技術開発や経営
支援施策等に関する情報提供、相談・助言などを行っ
ています。

表５- ３- ２　環境関連産業に対する主な支援制度

〇企業誘致補助金・企業立地促進資金融資
　投資額・雇用要件がない支援枠や、若者や女性が働
きたくなる環境整備を支援する加算枠のほか、一定の
要件を充足する誘致企業に対する融資制度を設けてい
ます。

【問い合わせ先】
成長産業立地課 立地支援グループ� ℡ 0776-20-0375

○総合相談窓口
　省エネルギー対策や脱炭素経営など中小企業の様々
な経営課題を解決するため、専門家による経営相談を
実施します（相談無料、事前予約制）。

【問い合わせ先】
公益財団法人 ふくい産業支援センター

OnetoOne サービス推進部
℡ 0776-67-7421

○県内産業価値づくり支援事業補助金
　県内企業の高いものづくり技術を活かし、成長産業
４分野※への参入や市場拡大、早期事業化を目的に、
オープンイノベーションによる技術開発から販売促進
までを一貫支援します。
※�宇宙、航空、ヘルスケア、持続可能な社会に向けた
技術
　
【事業類型】
　・産総研拠点相談
　　産総研との研究開発相談
　・可能性調査研究
　　産学官連携で行う市場調査や研究開発
　・技術開発
　　産学官金連携で行う技術開発
　・地域経済牽引（継続分）
　　産学官金連携で行う集中的な研究開発

【問い合わせ先】
産業技術課 新技術支援室� ℡ 0776-20-0374
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